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はじめに

　この調査は、平成２３年度から完全実施となる小学校外国語活動のあり方を考えるための
基礎的な情報を得るために行われたものです。アンケートにご回答いただきました教育委
員会の皆様に心より御礼申し上げます。ありがとうございました。
　今年度（平成２１年度）は、小学校において教育課程の移行措置期間が始まり、５・６年にお
いて外国語活動の実践的な研究が盛んになってきました。しかし、ＡＬＴなどの人的条件
や、視聴覚教材やゲーム教材などの購入に関わる財政的条件、さらに教員向けの研修や外
国語活動のための特別教室の整備など、多くの面において十分な状況にあるとはいえませ
ん。共通教材として期待されていた「英語ノート」についても、児童全員への無償配布は
平成２３年度をもって廃止されることになり、授業で用いる中心的な教材がなくなるために
教材の充実が大きな課題となっています。
　そこで、条件整備や研修の充実の面から、全国の教育委員会の取り組みの現状を明らか
にすることは、来年度以降の小学校外国語活動を改善し充実させる方法を考える上で貴重
な資料となることが期待されます。
　ただし今回の調査は、項目数も限定した小規模なものですから、これからの小学校外国
語活動の望ましいあり方を、得られたデータだけで完全に描き出すことはできません。そ
のために、監修者の感想や意見を客観的なデータの分析に加え、教育委員会による条件整
備や教員研修のあり方を提言することができるようにしてみました。
　今後は、各学校での先進的な実践研究の取り組みを収集して授業づくりのアイデアを整
理するとともに、アンケートによる全国調査の規模を広げて、より広範な実態を把握しな
がら、これからの小学校外国語活動のあり方を検討し豊かに提言する調査研究へ発展させ
ていきたいと考えています。
　さらなるご協力とご支援をいただきますよう、お願い申し上げます。

　　平成２２年３月

監修者　早稲田大学大学院教職研究科
教授　田中　博之

財団法人　日本教材文化研究財団
専務理事　新免　利也
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̍．調査֓ཁ

　このアンケート調査の概要は、次の通りです。

（１）調査目的
　本調査は、小学校外国語活動の実態調査を行うことで、新学習指導要領による小・中学
校英語教育における「活用する力」の育成と評価に関する研究に生かすことを目的とする。

（２）調査対象
　全国の市区町村において、人口３万人以上（東京都２３区含む）の教育委員会（８１８箇所）
　※　人口は、２００８年１０月１日の推計人口による。

（３）調査方法
　調査票によるアンケート調査（郵送による配布・回収）

（４）調査期間
　平成２１年９月〜１０月

（５）回答状況

※　政令指定都市　　　　　人口５０万人以上の大都市
　　中核都市　　　　　　　人口３０万人以上の都市
　　特例市　　　　　　　　人口２０万人以上の都市
　　特別区（東京都２３区）
　　その他　　　　　　　　人口３万人以上の市町村
 

①　回収率

回収率回収発送

３６．９％３０２８１８

②　都市の規模別回答の内訳

回収率回答発送　

４４．４％８１８政令指定都市

３４．１％１４４１中核都市

３９．０％１６４１特例市

２９．２％７２４特別区（東京都２３区）

３７．０％２５７６９４その他

③　地方別回答の内訳

％回答発送地方
３６．７％３６９８北海道・東北

　１１．９％１２．０％　
３８．１％８６２２６関東

　２８．５％２７．６％　
３８．２％６３１６５中部

　２０．９％２０．２％　
３５．２％４５１２８近畿

　１４．９％１５．６％　
３６．０％１８５０中国

　６．０％６．１％　
２４．２％８３３四国

　２．６％４．０％　
３９．０％４６１１８九州・沖縄

　１５．２％１４．５％　
３６．９％３０２８１８計

１００％１００％　
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２．調査結果

　それでは、設問毎に調査結果について分析します。

設問（１）学年毎の実施校数

　この調査が実施された時期は、学習指導要領の移行措置期間の一年目である。そのこと
から、すでに新学習指導要領に対応して、小学校では５・６年生においてほとんどの学校で
外国語活動を実施していることがわかった（全体の割合で、９９．８％）。
　しかし、この表１を見て注目されることは、低学年と中学年においても、４０％前後もの
小学校が英語活動を行っていることである。もちろん年間時間数は、１０時間を超えない程
度の学校がほとんどであろうが、小学校１年生から４年生まで半数弱の学校で英語活動を行
っていることには、①高学年でのスムーズな英語活動の導入、②子どもの適切な発達段階
に合わせた音声言語に関する体験の必要性、③保護者のニーズへの対応、④学校全体での
研究・研修の推進などが理由として考えられるだろう。
　もう一つ興味深い調査結果は、やはり「特例市」と「特別区」においては、低学年及び
中学年での実施校比率が、高学年と比較してそれほど大きく違わないことである。つまり、
英語活動に関して特別な研究を行っている地域では、小学校において若干の比重が高学年
に置かれているとしても、多くの学校で小学校６年間の一貫教育を実施しているのである。
　ただし、新学習指導要領で小学校外国語活動が高学年に限定されたことから、今日の財
政状況の悪化にも影響されて、今後は「特例市」や「特別区」といった外国語活動に熱心
な地域でもこうした一貫教育を実施する学校は減っていく可能性もあるが、逆にいえば、
次期学習指導要領の改訂に向けて、中学年までに外国語活動が拡大されることを想定して、
少なくとも中学年での実践的な研究（単元プランの作成、指導法の工夫、多様な教材の開
発、評価規準と評価手法の開発など）は継続していただくことを期待したい。
　上記のどちらの場合においても、大切なことは現状が示すとおり、少しずつであったと
しても小学校６年間を通した体系的な実践の研究を続けていくことである。

表１　都市の規模別、学校毎の実施校数

６年５年４年３年２年１年所管校数都市の規模

１，３８９１，３８９３４９３４９３４９３４９１，３８９政令指定都市

７１４７１４４９９４９７３８１３８０７１４中核都市

５５３５５３３８３３８１３３９３４０５５３特例市

３３１３３１２２７２２６２１４２１３３３１特別区

３，４２２３，４１９１，５４１１，５４１１，３７７１，３６９３，４３４その他

６，４０９６，４０６２，９９９２，９９４２，６６０２，６５１６，４２１計

９９．８％９９．８％４６．７％４６．６％４１．４％４１．３％全体の割合（％）
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設問（２）英語活動に携わっている人

　この設問では、５６．３％の学校で「学級担任とＡＬＴの二名がＴＴ」により英語活動の指導
にあたっていること、そして、３５．８％の学校で「主に学級担任」があたっていることがわ
かった。この２つの指導形態で全体の９割強となる。予想よりも多くの学校でＡＬＴが派
遣されていることがわかった。
　ＡＬＴとのＴＴを組むことで、小学校英語活動にとって最も大切な音声言語によるコミュ
ニケーション能力の習得が可能になることから、半数を超える学校で子どもたちにＡＬＴ
から学ぶ機会を提供できていることは好ましいことである。
　しかし、この結果を設問（３）と関連してみると、必ずしも現状は満足のいくＴＴ体制
になっているとはいえない状況にあるといえる。つまり、高学年の全学級のうち何％くら
いが毎時間ＡＬＴと学級担任とのＴＴによる英語活動を受けているかについて推測してみる
と、おそらく３０％に満たない状況である。なぜなら、一人のＡＬＴがある日に一つの学校
へ派遣されても、契約された授業時間数や学年毎の学級数、そして他学年への巡回指導な
どを含めて考えたとき、高学年への派遣実績は毎回１００％にはならないからである。
　実際に設問（３）について少し結果を紹介すると、ＡＬＴの学校への派遣実績は、９７％と
大変高い数字になっており、各教育委員会による財政措置の充実に関わる大きな努力の成
果が見て取れる。しかし、派遣頻度（回数）となると、週に各校へ平均して１回かそれ以上
となっている学校数の割合は、４４％程度である。さらに設問（８）において、６割以上の学
校ですでに、年間２６時間以上英語活動を実施しているという結果が出ているので、すべて
の結果を総合的に判断して、おそらく毎時間ＡＬＴと学級担任とのＴＴによる英語活動を行
っている学校は、３０％に満たないのではないかと推測したのである。
　財政状況の悪化はＡＬＴの雇用状況によい影響を与えることはないだろうが、これから
も少しずつＡＬＴと学級担任のＴＴ体制の充実を期待したい。
　一方で、この結果からわかるように、全国でまだ３５％程度、つまり３分の１程度の先生方
が、学級担任一人で指導経験のほとんどない英語活動に取り組んでいるという事実が浮か
び上がってきた。この点については、日本語の運用能力が高くないＡＬＴとの打ち合わせ
が困難であることを考えると、多様な視聴覚教材が利用可能な場合には短期的にはこれを
メリットと感じる学校もあるだろうが、本来的には、十分な研修体制やＡＬＴとのＴＴによ
るモデル授業プランを提供することによって、ＴＴ体制へ徐々に移行して欲しい。

（２）学校ではどなたが英語活動に携わっていますか。

無回答 0.3%
その他 5.3%

主に中学教員 0.0%
学級担任､ALT､専任教員の三名がTT 1.7%

主に英語活動の専任教員 0.6％
主に学級担任 35.8%

学級担任とALTの二名がTT 56.3%56.3%
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設問（３）ＡＬＴの派遣

　すでにこの設問への回答状況については、前の設問（２）で簡単に取り上げているが、
もう一度整理して結果を紹介しよう。

　まず、学校へＡＬＴを派遣している教育委員会は、９７％にも達している。さらに、表３
を見てみると、教育委員会数２８４に対して、派遣しているＡＬＴ総数は２，０３０人となってい
る。平均すると、教育委員会あたりのＡＬＴ派遣数は７名程度である。現時点においては、
中学校へ派遣されているＡＬＴを小学校へも併任として派遣している地域が多いようであ
るが、今後は、指導方法に活動性やゲーム性がより強く求められる小学校外国語活動を専
門的に教える力量を備えたＡＬＴの養成が必要であることから、地域内の小学校を専門に
担当するＡＬＴの充実が望まれるところである。

表２　ＡＬＴの学校への派遣

９７．０％２９３派遣している

３．０％９派遣していない

１００％３０２合計

表３　ＡＬＴの派遣人数

総人数委員会数

２，０３０２８４

無回答９空白

２，０３０２９３合計

（3）－（イ）1校当たりのALT派遣は何回ですか。

その他
無回答

30.1%（91）30.1%（91）
4.6%（14）

年1回 0.0%
半年に1回 0.7%（2）

2,3ヶ月に1回 6.3%（19）

週1回 23.2%（70）
週1回以上 21.2%（64）

月1回 13.9%（42）13.9%（42）

設問（３）−（イ）
「１校当たりのＡＬＴ派遣は何回ですか。」のその他について
「その他」の派遣回数として、概ね次のように区分できる。
・学校に常駐
・月１〜３回
・１〜２ヶ月に１回
・年３回
・学校規模や学年によって異なる

※上記の回答のうち、「月１〜３回」「学校規模や学年によって異なる」という回答が多かった。
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　また、１校あたりのＡＬＴ派遣回数は、週１回より多く派遣している教育委員会は６４箇所
で２１．２％、そして週１回派遣しているところは７０箇所で２３．２％である。これ以外に顕著な
ものは、その他が９１箇所で３０．１％であったが、これには月２回や月３回が多く含まれている。
このことから推測を含めて、学校への派遣回数は、半数以上の教育委員会で月２回以上と
いうのが全体的な傾向になるだろう。
　先程の設問（２）でも述べたように、小学校英語活動は音声言語を多用してリズムとテ
ンポよくゲーム感覚で行われることが特徴であるため、理想的には小学校英語活動の指導
に関わる研修を受けたＡＬＴを週１回以上は派遣することができるように、今後段階的な財
政的支援の充実が望まれる。

設問（４）評価規準の統一

（４）評価規準は統一されていますか。それとも各学校に任されていますか。

１１．６％３５統一している

８６．１％２６０任せている

２．３％７無回答

１００％３０２合計

設問（４）　 任されている場合、評価については各学校にどのような指示をしていますか。
「特に指示をしていない」という回答や「数値で評価しない」「プラス評価」「文章記述」など、評
価規準ではなく評価方法に言及した回答が少なからずあった。

以下のものを参考にして評価規準を作成する
・学習指導要領にある外国語活動の目標
・学習指導要領の解説書
・英語ノートの指導資料にある評価規準例
・外国語活動研修ガイドブック
・拠点校で取り組んだ研究成果

※「学習指導要領にある外国語活動の目標」「英語ノートの指導資料にある評価規準例」が特に多か
った。統一した評価規準は提示しないが、教育委員会が評価規準例を示し、それをもとに各学校
が評価規準を作成するケースがいくつかあった。

設問（４）　 統一されている場合、どのような評価規準ですか。
教育委員会が統一した評価規準を提示しているケースは少ない。作成状況を述べているだけで、評
価規準の内容に触れていない回答が目立った。

・５・６年は英語ノートにあるもの
・学習指導要領の「第一目標」から導いたもの
・①コミュニケーションへの関心・意欲・態度　②表現の能力
　③理解の能力　④言語や文化についての気づきの４観点
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　評価規準の統一については、まだ取り組みが進んでいないようである。回答した３０２箇
所の教育委員会の中で、「統一している」と回答したのはわずか１割程度の３５箇所（１１．６％）
にすぎなかった。ただし、「統一している」と回答しても実際には、「英語ノートの指導資
料にある評価規準例を活用した」「学習指導要領やその解説書にある目標を参考にした」
という回答がほとんどであり、それらをふまえた上で域内の研究指定校や校長会主催の教
育研究会などの成果を活かした独自な評価規準表を作成しているところはわずかしかなか
った。
　小学校外国語活動については、それが「領域」扱いであるために絶対評価が行われるも
のではないので、評価規準やＡＢＣと判断される状況を詳細に統一する必要はない。しか
し、各学校において外国語活動の様子を子どもや保護者に通知表の評価欄を超えて「到達
段階表」のようなもので提供することが望ましいので、今後こうした評価のあり方に関す
る研究の推進が必要である。

設問（５）英語ノートの使用

　次に、英語ノートの使用については、たいへん積極的に用いられている様子がわかった。
具体的な数値を紹介すると、管轄内の小学校で、「ほぼ毎回」使っていると回答した教育委
員会が１１３箇所（３７．４％）、「８割以上」が９０箇所（２９．８％）、「半数以上」が５０箇所（１６．６％）
となった。

　これらを合計すると、管轄内の小学校の授業時数の半数以上で英語ノートを使っている
という教育委員会は、８３．８％にも及んでいる。これは、同類の心のノートに比較して、英
語ノートが大変よく活用されている結果となっている。その理由は、外国語活動において
標準となる教材がまだほとんど各学校に提供されていないことが考えられるが、その他に
も、使いやすく発音のきれいなＣＤが付いていることや豊富なイラスト、巻末の多様なカ
ード類なども英語活動を豊かに展開するために有効であると考えられているからだろう。
　しかし、大変残念なことに、この英語ノートは昨年事業仕分けの対象となり、新学習指
導要領の完全実施となる平成２３年度までの印刷代は保障されているが、その後については
「無駄」という判断の下に予算が付かないことになってしまった（デジタルファイルでの
提供は継続）。せっかく、これほどまでに利用が進んできた英語ノートを子どもたち一人

（5）文部科学省発行の英語ノートは年間の全授業時数のうち、
どの程度使用していると考えられますか。

無回答 1.3%（4）1.3%（4）
全く使っていない
あまり使っていない

2～3割程度 9.9%（30）
4.3%（13）

0.7%（2）

8割以上 29.8%（90）
ほぼ毎回 37.4% （113）37.4% （113）

半数以上 16.6%（50）16.6%（50）
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ひとりに配布することができなくなると、英語活動のఀがݒ念されるが、今後はຽ間の
教材会ࣾにより҆Ձでྑ࣭な४教科ॻ的教材が作成されることを期したい。もちろんそ
のために、各教育委員会での予算措置が必要になってくる。

設問（６）英語ノート以外の教材の配布

　英語ノート以外に教育委員会から各学校へ配布している教材の種類について尋ねたもの
が設問（６）である。英語ノートの廃止にともない、それ以外にどれほど多様な教材を活
用できるかが、小学校での英語活動の実践の正否を決定づけるといっても過言ではない。
　そこでこの設問では、音声用ＣＤ教材、英語の絵本、パペット、フラッシュカード、ゲ
ーム用の絵カード、映像用ＤＶＤ教材、掛け図、単語カード、ポスターなど、英語活動で
使用される頻度が高い教材をあげて、多く配布している順序を答えてもらうことにした。

　その結果、まず順位として最も１を多く付けられた教材は、音声用ＣＤ教材（４７件）、フ
ラッシュカード（２９件）、ゲーム用の絵カード（２４件）、単語カード（１５件）、掛け図（１３
件）、英語の絵本（１１件）などとなった。逆にパペットは、予想に反して最下位という結果
になった。
　こうしてみると、優先順位の高い教材は、反復練習による「習得型」英語活動にふさわ
しい教材であることから、教育委員会では「習得型」英語活動を想定して教材の配布を行
っていることがわかる。
　それに対して、パペットは、なりきり表現による臨場感あるコミュニケーション活動を
可能にする「活用型」教材である。したがって今後は上記の「習得型」教材の配布が一段
落した時点でぜひとも配備をお願いしたいものである。
　ただしここでは、「その他」にあてはまるものが４３件も報告されているので、今後より詳
細な分析が必要である。
 

英語ノート以外に配布している教材の順位

６５４３２１順位
１２３１７４７音声用ＣＤ教材

１１８１１英語の絵本
１パペット

１６１２２９既成のフラッシュカード
１９１１２４ゲーム用の絵カード

４５４６映像用ＤＶＤ教材
２２１３１３掛け図

１５３１５既成の単語カード
１４単語を書いたポスター

１１４３その他
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設問（７）電子黒板の導入

　電子黒板は、これからの英語活動において、状況や動作を示すアニメーションや写真を
簡単に映し出すことができるので、大変便利な道具になるだろう。すでに電子黒板の利用
に関する研究指定校では、算数科や国語科だけでなく、英語活動での活用の工夫が始まっ
ている。もちろん、５０インチ程度の大型ディスプレイであっても、フラッシュカードを同
時に掲示できる枚数は４枚程度であるので、ボキャブラリー・ビルディングのためのチャン
ツでは、通常の黒板やホワイトボードの利用も効果的であることは間違いない。両者の組
み合わせ利用が最も効果的である。

　では、電子黒板の導入実績について調査結果を見てみると、全国の１７．２％の教育委員会
が導入したと回答している。このことから、まだ電子黒板は導入が始まったばかりの機器
であることがわかる。さらに、１校あたりの導入台数を見てみると、平均して、１．１３台で
あることからも、イギリスですでに全ての小中学校の普通教室への導入が終了しているこ
とと比較して、残念な結果となっている。

　導入予定の時期は、平成２２年の３月から４月にかけて第２のピークが予定されているが、
実際には、これについても事業仕分けによって「無駄」と認定されたため、文部科学省が
計画していた電子黒板の導入計画の第一期分のみが実施されただけで、今後は、電子黒板
の導入予算措置が当分の間はなされない見通しである。

（７）−１　導入している場合、１校あたりの台数を教えてください。

１校あたりの台数合計台数委員会数

１．１３５２４６

無回答６

５２５２合計

（7）電子黒板を導入、もしくは導入する予定はありますか。

導入している,17.2%

導入予定,45.0%導入予定,45.0% 無回答,37.7%

（7）－2　電子黒板の導入（年月）

22年
22年1月
22年2月
22年3月
22年4月
23年4月
26年4月

3.7%3.7%

2.9%2.9%
9.6%

21年12月 10.3%
21年11月 2.9%
21年10月 3.7%

21年3月 0.7%

17.6%
14.7%

0.7%
0.7%

21年 11.8%11.8%

21年9月 0.7%
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設問（８）年間授業時数

　では英語活動に，年間でどれくらいの授業時間数をかけている学校が多いのだろうか。
それについて調べるために、設問（８）を見てみると、平成２１年度と平成２２年度ともに、
「２６時間〜３５時間」がそれぞれ５９．６％と７５．２％というようにピークが来ている。すでに新
学習指導要領の移行措置期間に入っているために、多くの学校で来年度までに週１時間と
いう標準時間数に合わせる形でカリキュラムの充実へ向けての努力が行われていることが
わかった。
　さらに詳しく見てみると、本年度では、まだ「１１時間から１５時間」が１０％程度、そして
「１６時間から２５時間」が２０％程度というように、年間３５時間の完全実施へ向けてなだらか
な移行措置が行われているのに対して、平成２２年度からは、そのレンジに位置している学
校が、平成２２年度のピークである「２６時間〜３５時間」へ一挙に移行していく予定であるこ
とがわかる。
　このことから教育委員会では、まず年間授業時数の確保と、その範囲内での指導内容や
単元配列に関する資料提供などを行っていると推測される。

設問（９）指導者への研修

　この設問では、回答形式が自由記述となっているために、正確な実態をつかむことはで
きないが、およそ次のような結果が出た。
 

（8）高学年の授業時数

7.6%7.6% 59.6%59.6%
平成21年度

平成22年度

19.5%19.5% 9.6%
1.3% 2.4%

8.9%8.9% 75.2%75.2% 10.9%10.9%
0.3% 0.0%

4.7%

36時間以上 26～35時間 16～25時間 11～15時間 10時間以下 無回答

設問（９）　 研修について、指導者となる５年・６年生の先生方への平成２１年度、平成２２年度の計画
はどのようになっていますか。

（研修の方法、時間数、主な講師、時期など）

回答を要約すると、以下のケースが多い。
・研修の方法には、県主催の研修、市主催の研修、校内研修がある
・県や市主催の研修はそれぞれ年１〜４回
・校内研修は年間１５時間程度
・講師はＡＬＴ派遣会社の講師、大学教授、指導主事、中核教員
・県や市主催の研修は夏季休暇を利用
※教育事務所主催や希望者対象の研修もある。
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　まず、教育委員会主催の研修では、都道府県レベル、市町村レベルともに、夏季休業期
間中を活用して年１回〜４回程度実施しているところが多い。また、校内研修では、年間１５
時間程度を充てているところが多い。

　しかし、実技研修を取り入れているかどうかについては、ほとんどの教育委員会で実施
していないことがわかった。つまり、現時点ではまだ研修といっても、学習指導要領の解
説や講義による英語活動の特色の説明、さらに先進校による実践事例の発表などが中心に
なっているものと思われる。
　小学校の英語活動においては、これまでの算数科や国語科などの深く考えて討論する授
業とは異なり、音楽科や体育科のようにリズムや身体表現を取り入れた活動を通して音声
言語を学ぶという新しい指導法の習得が求められている。したがって、小学校英語活動の
研修は早期にワークショップ型あるいは模擬授業型の研修を豊富に取り入れて、参加型ア
クティビティーの指導法を体全体で習得するタイプの研修の充実に努めて欲しいところで
ある。

設問（１０）１校あたりの予算

　次に、１校当たりの予算について尋ねたところ、１２％強の教育委員会が決まった額を配
分していると回答しているが、８５％強では予算額は決まっていないとしている。まだ英語
活動については、計画的な予算措置を行っているところは少ないようである。

設問（９）　 マイクロティーチングなどの実技研修はどれくらいの頻度で実施されていますか。

実施していないという回答や無回答が目立った。
・実技研修を実施している場合は、年１〜３回実施されている。

（10）英語活動に関する1校当たりの予算は決まっていますか。

決まっている,12.6%
決まっていない,85.4%決まっていない,85.4%

無回答,2.0%

＊決まっている場合の１校あたりの教材・教具費の予算。

　０〜１万円未満　　３８．７％　　　　５〜１０万円未満　　２２．６％
　１〜５万円未満　　１６．１％　　　　１０万円以上　　　　２２．６％
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　さらに、予算額を決めて各学校に配分している教育委員会において、その額を調べたと
ころ、１校当たりの教材・教具費として、５万円未満が全体の５４．８％であり、５万円以上が
４５．２％となった。つまり、５万円を分岐点として、およそ半数がそれ未満であり、残り半
数がそれ以上であることがわかった。いいかえると、教育委員会における英語活動のため
の教材・教具費の学校当たりの配分額の平均値はほぼ５万円であり、多様な教材が必要にな
ることから今後一層の充実が求められるところである。

設問（１１）推進の課題

　最後に、英語活動を推進するにあたっての課題について尋ねたところ、当然のことなが
ら無回答が１件あったことを除いて、１００％の教育委員会が「課題がある」と回答している。

　その内訳を見てみると、課題の重要度が１位であると付けた教育委員会の数では、「教
員の研修」が１３４箇所でトップであり、続いて、「ＡＬＴなどの派遣」が６８箇所、「中学校と
の連携」が４７箇所、「カリキュラムやレッスンプラン」が４５箇所、そして「評価のあり方」
が４３箇所などとなっている。
　これについては、ほぼ予想通りの結果となった。英語活動が学校の教員にとって全く新
しい教育活動であることから、高学年の学級担任が誰でもほぼ一定レベル以上の授業力を
身につけるようにすることは短期間では困難なことであろう。実際には、多くの学校で
「英語と総合と自然宿泊教室」がある高学年の学級担任を避ける傾向が強くなっていると
聞くことが最近多くなってきた。そのため、校長も３月下旬の校内人事配置案を考えるこ
とがますます難しくなっているという。
　そのような状況を改善するためにも、英語活動の授業に対する否定的な感情をなくし、
得意ではなくても、子どもと一緒に楽しみながら英語を身につけようとする積極性と基礎
的な指導技術（教室英語の習得や恥ずかしがらずに英語らしい発音をすること、積極的に
参加型アクティビティーに取り組むこと、４５分の授業の基本型を習得すること、カード等
を用いた数種類のゲームや歌を覚えること）を学べる研修会の充実が、何よりも必要とさ
れている。

（１１）英語活動の推進に
関して、課題だと感じて
いることはありますか。

０課題がない

３０１課題がある

１無回答

３０２合計

英語活動の推進に関しての課題

８７６５４３２１課題　　　　　　　順位
２２６３０３２６８ＡＬＴなどの派遣

３５２５５講師への謝礼等の経費
１１２１２９６６１３４指導する教員の研修
１１２５４１４６４５カリキュラムやレッスンプラン

２２５２０３０２５１７英語ノート以外の教材・教具の整備
１１２４１９１５１３１４教材の予算

１１０３６５１３６４３評価のありかた
２５５５８４４３４４７中学校との連携

２３３１０その他
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（総括）

　以上に、設問毎に結果の紹介とその考察を行ってきた。今年度が、新学習指導要領の移
行措置期間一年目ということから、ほぼ予想された通りの結果となっている。全体的に見
て、年間授業時間数の確保や各学校へのＡＬＴの派遣はしっかりと行われている。
　とはいえ英語活動を充実したものとするために、このアンケート調査を通して次のよう
な課題も浮き彫りになったといえる。

①　各学校へのＡＬＴの派遣回数を増やして、子どもたちが生の英語に触れる機会を増や
すこと。

②　「習得型」教材・教具の充実だけでなく、子どもの積極的なコミュニケーション活動
を活性化させる「活用型」教材・教具の配備に努めること。

③　低学年や中学年での英語活動の自主的な実施によって、高学年での英語活動に子ども
たちがスムーズに入っていくことができるような工夫をすること。

④　評価に関する研究や研修を一層充実させて、一人ひとりの子どもの習得状況を子ども
や保護者にしっかりと説明できるような評価規準や評価方法の工夫をすること。

⑤　英語ノートが配布されなくなっても、子どもに体系的・系統的な英語活動を体験させ
ることによって基礎的な言語事項の習得とともに、英語によるコミュニケーションへ
の積極性を育むことができるように、年間指導計画や単元プラン作りなどのカリキュ
ラム研究の一層の推進を行うこと。

⑥　各学校に配分する英語活動推進のための予算措置の一層の充実を図ること。
⑦　講義による知識伝達型研修や事例紹介による経験知伝達型研修だけでなく、一人ひと
りの教師が参加型アクティビティーを通して英語活動の実践的な指導方法を体全体で
学ぶことができる参加型研修を実施すること。

　あと一年間の移行措置期間において、上記７点での改善を行うことにより各学校での英
語活動がますます充実したものになっていくよう、教育委員会からの支援体制の一層の強
化を期待したい。

（謝辞）
　今回のアンケート調査にご協力下さいました全国の教育委員会の皆様方に心より御礼申
し上げます。
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